
第１２９回「柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会」 

ご説明内容 

 

 

１． 日 時 平成２６年３月５日（水）１８：３０～２１：４０ 

 

２． 場 所 柏崎原子力広報センター ２Ｆ研修室 

 

３． 内 容 

（１）○前回定例会以降の動き（東京電力、原子力規制庁、資源エネルギー庁、 

    新潟県、柏崎市、刈羽村） 

（２）○原子力防災について（原子力規制庁、東京電力、新潟県、柏崎市、 

刈羽村）  

（３）○その他 

 

添付：第１２９回「地域の会」定例会資料 

 

以 上 

 



平成 26 年 3 月 5 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

第１２９回「地域の会」定例会資料〔前回 2/5 以降の動き〕 

 

【不適合関係】 

＜区分Ⅲ＞ 

・２月 ６日 ４号機 原子炉補機冷却海水系ポンプＢ号機の不具合について（P.2） 

・２月 ７日 ６号機 圧力抑制プールへの資機材の落下について（P.5） 

・２月２０日 ５号機 原子炉建屋南側の屋外エリアにおけるけが人の発生について（P.8） 

・２月２１日 ６号機 非常用ディーゼル発電機の停止装置に関わる軽度な不具合につい 

       て（P.10） 

・２月２４日 １号機 非常用ディーゼル発電機の動弁注油設備の不具合について（P.12） 

 

＜その他＞ 

・２月２０日 発電所構内 敷地境界ダストモニタにおける微量な放射性物質の検出につ 

いて（P.16） 

 

【発電所に係る情報】 

・２月２７日 柏崎刈羽原子力発電所における安全対策の取り組み状況について（P.18） 

・２月２８日 柏崎刈羽原子力発電所６，７号機の新規制基準適合性審査に係る発電所敷

地内および敷地近傍における地質・地質構造に関する追加調査開始につい

て（P.21） 

 

【福島の進捗状況に関する主な情報】 

・２月２７日 福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマッ 

プ進捗状況（概要版）（別紙） 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

～新潟県原子力発電所の安全管理に関する技術委員会への当社説明内容について～ 

 

・２月１１日 平成２５年度 第４回 技術委員会 

・フィルタベント装置の除去性能の整理 

・防災において想定する事故シナリオについて 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 
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平 成 26 年 ２ 月 ６ 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

場所 ４号機 

件名 原子炉補機冷却海水系ポンプＢ号機の不具合について 

不適合の 

概要 

 

 

（発生状況） 

定期検査中の４号機において、平成 26 年２月５日に原子炉補機冷却海水系＊１

ポンプ予備機起動試験（定例試験）のため、原子炉補機冷却海水系ポンプＢ号機の

起動操作を実施したところ、ポンプが起動しないことを確認しました。このため状

況の確認を行ったところ、同日午後２時 10 分頃、海水熱交換器建屋地下１階（非管

理区域）のＢ系非常用電気品室において、ポンプに電源供給を行っている電源盤内

のしゃ断器＊２に不具合があることを確認しました。 

 

 

（安全性、外部への影響） 

現在、当該ポンプは保安規定上の機能要求はなく、安全上の問題はありません。 

 本事象による外部への放射能の影響はありません。 

 

 

 

＊１ 原子炉補機冷却海水系 

 主に原子炉建屋内にある補機（ポンプ軸受、熱交換器等）の冷却水（純水）を間接的に

冷却するために海水を供給する設備。 

 

＊２ しゃ断器 

  ポンプモーター等の機器に電気の供給、停止を行うためのもの（スイッチ）で、短絡・

地絡などの異常を検知して回路をしゃ断する機能を有する装置 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

当該しゃ断器を予備のしゃ断器と交換し、正常に復旧しております。 
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添付資料 

 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所４号機 海水熱交換器建屋 地下１階 

４号機 原子炉補機冷却海水系ポンプＢ号機の不具合について 

  

 

展望台

柏崎刈羽原子力発電所 
屋外 

発生場所 
（ Ｂ系非常用電気品室 ） 
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添付資料

４号機　原子炉補機冷却海水系ポンプＢ号機の不具合について

電源盤
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平 成 26 年 ２ 月 ７ 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 
 

場所 ６号機圧力抑制室（管理区域） 

件名 ６号機圧力抑制プールへの資機材の落下について 

不適合の 

概要 

（発生状況） 

平成 26 年２月６日午後１時 40 分頃、定期検査中の６号機圧力抑制室＊１内グレーチ

ング床上において、室内の計装品の耐震強化作業準備のため、協力企業作業員が床面

の火気養生を行っていたところ、火気養生用の資機材（ブリキ板：約 90cm×約 43cm×

約 0.3mm）を誤って床下の圧力抑制プールへ落下させてしまいました。 

 

（安全性の影響） 

落下した資機材が圧力抑制プール内に設置されている非常用炉心冷却系のストレー

ナ＊２を閉塞させる可能性はなく、安全上の問題はありません。 

 

＊１ 圧力抑制室 

原子炉格納容器の下部にあり、原子炉格納容器内圧力が蒸気等で上昇した場合にその

蒸気を圧力抑制室内に導いて冷却することで原子炉格納容器内の圧力を低下させる設

備。また、原子炉冷却材喪失事故時の非常用炉心冷却系の水源として水を貯蔵する役割

もある。 

 

＊２ 非常用炉心冷却系のストレーナ 

非常用炉心冷却系とは、原子炉冷却材喪失事故が発生した場合に炉心から崩壊熱およ

び残留熱を除去し、燃料の加熱による燃料被覆材の破損を防ぎ、さらにこれに伴う水と

ジルコニウムの反応を無視し得る程度に抑える装置の総称で、ストレーナとは、その装

置で使われる金網状のポンプの吸込フィルター。 

 

安全上の

重要度／ 

損傷の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

落下した資機材は圧力抑制プール内において目視にて位置が特定できており、今後、

準備が整い次第、回収を行います。当所では、以前より圧力抑制室への異物混入対策に

取り組んでいますが、今回の落下を受け、作業関係者へ改めて異物混入対策の周知徹底

を図りました。 
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添付資料 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所６号機 圧力抑制室の概略図 
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添付資料

圧力抑制室における資機材の落下について

同型の落下した資機材（ブリキ板）
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平成 26 年２月 20 日 

東京電力株式会社 
柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 ５号機 

件名 原子炉建屋南側の屋外エリアにおけるけが人の発生について 

不適合の 

概要 

 

平成 26 年２月 19 日午後２時 30 分頃、５号機原子炉建屋南側の屋外エリアにおいて、

電路管の補修工事に従事していた協力企業作業員が、電路管に切り込みを入れるために

カッターナイフを使用した際、誤って左手親指付け根部を負傷したことから、業務車に

て病院に搬送しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

病院における診察の結果、左長母指伸筋腱断裂と診断され、縫合処置を受けておりま

す。その後、入院はしておりません。 

今回の事例を踏まえ、カッターナイフ使用時の作業について、あらためて発電所内に

周知し注意喚起するとともに、再発防止に努めてまいります。 

 

 
電路管補修工事のイメージ 
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柏崎刈羽原子力発電所 ５～７号機側 屋外 

５号機 原子炉建屋南側の屋外エリアにおけるけが人の発生について 

  

 

５号機 

タービン建屋 

５号機 

原子炉建屋 

６号機 

タービン建屋 

７号機 

タービン建屋 

６号機 

原子炉建屋

７号機 

原子炉建屋 

発生場所 
（ ５号機 原子炉建屋南側エリア ） 
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平成 26 年２月 21 日 

東京電力株式会社 
柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 ６号機 

件名 非常用ディーゼル発電機の停止装置に関わる軽度な不具合について 

不適合の 

概要 

 

（事象の発生状況） 

平成 26 年２月 20 日、定期検査中の６号機において、非常用ディーゼル発電機＊１（Ｃ）

の点検後の確認運転において、機械式過速度トリップ装置＊２の試験を行ったところ、規

定の速度で当該ディーゼル発電機が停止しないことを確認しました。そのため、同装置

の調整を行い、再試験を実施したところ、同装置による停止が許容範囲内で調整できな

かったことから、今後、詳細に調査を行うこととしました。 

なお、当該の非常用ディーゼル発電機は確認運転において、所定の電力を供給できる

ことならびに手動で停止することを確認しております。 

 

（安全性、外部への影響） 

今回の不具合については、停止装置に関わる軽度な不具合であり、当該非常用ディー

ゼル発電機の発電機能に影響を与えるものではありません。また、６号機では別の２台

の非常用ディーゼル発電機が待機状態であり、プラントの安全上の問題はありません。

 
本事象による外部への放射能の影響はありません。 

 
 

＊１ 非常用ディーゼル発電機 

所内電源喪失時に所内へ電源を供給するためのディーゼルエンジン駆動の非常用発電機。 

 

＊２ 機械式過速度トリップ装置 

ディーゼル発電機の停止は、手動停止、電気式ならびに機械式の過速度トリップ装置がある。 

機械式過速度トリップ装置は、機関の過速度を検出し停止させる装置であり、電気式過速度ト 

リップ装置のバックアップである。 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

 
＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他設備 

 
＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

 

今後、当該装置について原因究明のための調査を行ってまいります。 
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非常用ディーゼル発電機の停止装置に関わる軽度な不具合について 

 

柏崎刈羽原子力発電所６号機 原子炉建屋 １階 

発生場所 
（ 非常用ディーゼル発電機（Ｃ）室 ）

展望台

柏崎刈羽原子力発電所
屋外 
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平成 26 年２月 24 日 

東京電力株式会社 
柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 １号機 

件名 非常用ディーゼル発電機の動弁注油設備の不具合について 

不適合の 

概要 

 

（発生状況） 

平成 26 年２月 21 日午後５時 53 分頃、定期検査中の１号機原子炉建屋地下１階非常用

ディーゼル発電機（Ａ）室（非管理区域）において、非常用ディーゼル発電機＊１（Ａ）

の点検後の確認試験のため運転を開始した際に、「動弁注油圧力低」警報＊２が発生しまし

た。警報はすみやかにクリアし、非常用ディーゼル発電機の運転状態に異常はなく、機

能上の問題がないことを確認しましたが、非常用ディーゼル発電機に付属しているバッ

クアップ用の動弁注油電動ポンプ＊３が起動していることを確認しました。 

そのため、翌 22 日に非常用ディーゼル発電機の調査を行った結果、午後２時 30 分頃、

動弁注油設備＊４に何らかの不具合があるものと推定しました。 

 

（安全性、外部への影響） 

今回の不具合については、動弁注油設備の軽度な不具合であり、当該非常用ディーゼ

ル発電機の発電機能に影響を与えるものではありません。また、１号機では別の２台の

非常用ディーゼル発電機が待機状態であり、プラントの安全上の問題はありません。 

今回の不具合による外部への放射能の影響はありません。 

 

＊１ 非常用ディーゼル発電機 

所内電源喪失時に所内へ電源を供給するためのディーゼルエンジン駆動の非常用発電機。 

 

＊２ 「動弁注油圧力低」警報 

当該系統の圧力が低い場合に発生する警報。 

 

＊３ 動弁注油電動ポンプ 

機関付動弁注油ポンプのバックアップ用の電動ポンプ。 

 

＊４ 動弁注油設備 

非常用ディーゼル発電機の運転時において、シリンダーの給・排気弁の焼き付き防止のために潤

滑油を供給する設備。 

 

安全上の 

重要度／ 

損傷の程度 

 
＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他設備 

 
＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

 

今後、当該設備について原因究明のための詳細調査を行ってまいります。 
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添付資料１ 

 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所１号機 原子炉建屋 地下１階 

非常用ディーゼル発電機の動弁注油設備の不具合について 

  

 

発生場所 
（ 非常用ディーゼル発電機（Ａ）室 ）

展望台 

柏崎刈羽原子力発電所 
屋外 
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添付資料２

柏崎刈羽原子力発電所１号機
非常用ディーゼル発電機の動弁注油設備

機関付動弁注油ポンプ

機関付動弁注油ポンプの拡大写真

動弁注油電動ポンプ
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電動機

動弁系※

動弁注油タンク

非常用ディーゼル発電設備 動弁注油設備概略図

PS

圧力スイッチ

警報へ

PI

圧力指示計

添付資料３

※シリンダーの給・排気弁

フィルタ

フィルタ
安全弁

機関付動弁注油ポンプ

動弁注油電動ポンプ

潤滑油

逆止弁
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平成 26 年２月 20 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 
柏崎刈羽原子力発電所 

区分：その他 
 

号機 発電所構内 

件名 敷地境界ダストモニタにおける微量な放射性物質の検出について 

不適合の 

概要 

（発生状況） 
平成 26 年２月 18 日から 19 日にかけて実施した、構内のモニタリングポスト＊１に設

置されているダストモニタ＊２による浮遊じんの定例測定（１月採取分）において、１箇
所のダストモニタからごく微量の人工放射性物質であるセシウム 137＊３（検出限界値
2.7×10-12ベクレル／cm3に対し、4.3×10-12ベクレル／cm3を検出）を検出しました。な
お、セシウム 134 は検出されておりません。 
また、敷地境界にはダストモニタを３箇所設置しており、他の２箇所では検出されて

おりません。 
 

（評価結果） 
検出された値は、告示濃度＊４で定める空気中の濃度限度に比べ約 700 万分の１と極め

て低い値です。 
また、仮に１年間この濃度の空気を呼吸し続けた場合に受ける放射線量は 1.6×10-７

ミリシーベルトであり、自然界から１年間に受ける放射線量 2.4 ミリシーベルトと比べ
ても十分低い値です。 
 
（外部への影響） 

各号機の主排気筒放射線モニタや、発電所敷地境界近傍に設置された空間線量率を測
定するモニタリングポストの指示値は通常の範囲内であり、周辺環境への影響はありま
せん。 

 

＊１ モニタリングポスト 

発電所敷地境界近傍で空間放射線を連続測定している計測器。 

 

＊２ ダストモニタ 

発電所敷地境界近傍で空気中の塵を連続的に集塵し、含まれている放射能を測定している計測

器。 

 

＊３ セシウム 137 

 核分裂によって生成したもので、半減期は約 30 年。原子炉の中で生成される代表的な人工放

射性物質。 

 
＊４ 告示濃度 

        「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量限度等を定める告示」（周

辺監視区域外の空気中の濃度限度（３ヶ月についての平均））が核種毎に定められており、セシ

ウム 137 は、3×10-5ベクレル／cm3。なお、告示濃度は、この濃度の空気を１年間呼吸し続けた

場合に受ける線量が一般公衆の１年間の線量限度1ミリシーベルトに相当する濃度として定めら

れている。 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

平成 26 年１月における、当発電所からの放射性廃棄物の放出実績は全て検出限界値未

満（トリチウムを除く）であることから、検出された核種については、当発電所から発

生したものではなく、当社福島第一原子力発電所事故由来の飛来物の影響によるセシウ

ムであると推定しております。 
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１号機 

展望台 

柏崎刈羽原子力発電所 屋外 

敷地境界ダストモニタにおける微量な放射性物質の検出について 

３号機 ４号機 
７号機 ５号機 ６号機 ２号機 

検出場所 

   ：採取ポイント 

ダストモニタ

モニタリング 
ポスト８ 

モニタリング
ポスト５

ダストモニタ 

ダストモニタ 

モニタリング
ポスト１
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柏崎刈羽原子力発電所６，７号機の新規制基準適合性審査に係る 

発電所敷地内および敷地近傍における地質・地質構造に関する追加調査開始について 

 

 

平 成 26 年 ２ 月 28 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

当社は、柏崎刈羽原子力発電所６，７号機の新規制基準適合性審査に係る発電所敷

地内および敷地近傍における地質・地質構造に関する追加調査について、平成 26 年

２月 17 日から 18 日にかけて、原子力規制委員会による現地調査を受け、当社の追加

調査計画をご確認いただいております。 

 

その後、発電所敷地内および敷地近傍における地質・地質構造に関する追加調査の

大まかな計画および手続きが整ったことから、本日より追加調査を開始いたします。 

 

 

以 上 

 

 

添付資料 

・柏崎刈羽原子力発電所 敷地内および敷地近傍における地質・地質構造に関する

追加調査概要 
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柏崎刈羽原子力発電所
敷地内および敷地近傍における地質・地質構造に関する追加調査概要

寺尾

【長嶺・高町背斜の活動性②】

反射法地震探査およびボーリング調査

【古安田層と沖積層の境界部付近の構造】

ボーリング調査

【北－２測線西方の褶曲構造の活動性】

ボーリング調査

（※原子力規制委員会コメントを踏まえてボーリングを追加）

【寺尾付近の断層の性状と活動性】

ボーリング調査およびトレンチ調査

追加調査凡例既往調査凡例

【長嶺・高町背斜の活動性③】

反射法地震探査およびボーリング調査

【長嶺・高町背斜の活動性④】

反射法地震探査およびボーリング調査

（※原子力規制委員会コメントを踏まえて調査測線を延長）

【長嶺・高町背斜の活動性①】

反射法地震探査およびボーリング調査

荒浜

大湊

【敷地内（大湊側）安田層の堆積年代調査】

ボーリング調査および微化石分析

【敷地内（大湊側）地質調査】

立坑調査

調査対象箇所

【敷地内（荒浜側）地質調査】

立坑調査およびボーリング調査

■敷地外におけるボーリングについては各地点10本程度、トレンチは１箇所。

■敷地内におけるボーリングについては全体で10本程度、立坑は４箇所。

※現地の状況に応じて，詳細な調査位置・数量等については変更する。

添付資料
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３号機原子炉建屋躯体調査
PN

撮影日：平成26年1月31日

４号機燃料取り出し作業の被ばく低減対策

全面マスク省略可能エリアの拡大

提供：日本スペースイメージング（株）(C)DigitalGlobe

今回の設定エリア

（共用プール建屋内）

多核種除去設備の増強

1/4

注水

構台

安全第一福島第一
安全第一福島第一 安全

第一
福島第一

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

注水

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了）

廃炉・汚染水対策
福島評議会の開催

取り組みの状況
◆１～３号機の原子炉圧力容器底部温度、原子炉格納容器気相部温度は、至近１ヶ月において約15℃～約35℃の範囲※１で推移しています。また、原子炉建屋
からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく

※２
、総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています※３。

※１ 号機や温度計の位置により多少異なります。
※２ 現在原子炉建屋から放出されている放射性物質による、敷地境界での被ばく線量は最大で年間0.03ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄと評価しています。これは、自然放射線による被ばく線量(日本平均：年間約2.1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ)の約70分の1です。

2号機 3号機 4号機

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

燃料取り出し用カバー

1号機

建屋カバー 使用済燃料
プール(SFP)

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉建屋(R/B)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

圧力抑制室
(S/C)

注水

ベント管

トーラス
室

東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

２０１４年２月２７日
廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議

◆４号機使用済燃料プールからの燃料取り出しを11/18より開始しております。2/26作業終了時点で、使用済燃料374体、未照射燃料22体を共用プールへ
移送しました。

構内に貯留している汚染水※（2/25現在
約34万トン貯留）を早期に処理するため、
増設多核種除去設備（現行多核種除去設備
の運転経験を踏まえ、改良を行う設備）及
び高性能多核種除去設備（経済産業省の補
助事業）を設置します。

3月より敷地造成工事を実施する計画です。

＜増設／高性能多核種除去設備の設置位置＞

廃炉の進め方や情報提供・広報活動のあり
方について、地元関係者のご意見を伺うと
ともに、今後の廃止措置のあり方について
検討するため、福島評議会を設置しました。

2/17に第1回の会合を開催し、情報提供や
コミュニケーションの改善、廃炉・汚染水
対策に対し貴重なご意見をいただきました。

396/1533
移送済み燃料（体）

４号機燃料取り出しにおける
作業員の被ばく線量を今年度
末までに1/3に低減させるこ
とを目標に、燃料取扱機等に
遮へい体を設置しています。

また、３号機側からの被ばく
の影響が大きいことから、３
号機側のカバー一面に遮へい
体を設置します。

＜遮へい体設置の概要＞

燃料取り出し用カバーの設置にあたり、クレーン
に取付けたカメラを用いて原子炉建屋躯体状況調
査を実施しました。調査の結果、オペフロ※1床面
等に、部分的な損傷が確認されましたが、その他
には大きな損傷は確認されませんでした。
今後、これらの状況を踏まえた耐震安全性評価を
実施していく予定です。

※汚染水(RO濃縮塩水)：
建屋滞留水からセシウムを除去したものを逆浸透膜(RO)装置
で濃縮した汚染水

（2/26作業終了時点）

今回の調査対象箇所

震災直後の状況調査で確認済み
※調査写真を合成し、全景写真としております

床面の損傷
シールドプラグ※2の損傷

作業員の負荷軽減、作業性の向上
を図るため、順次全面マスク省略
可能エリアを拡大しています。

空気中放射性物質濃度等を確認し、
共用プール建屋内の２階と３階の
一部エリアについて全面マスク省
略可能エリアとして運用を開始す
る予定です（3/10～）。

多核種除去設備

使用済セシウム吸着塔
一時保管施設

シールド中央制御室
（シールド中操）

高濃度滞留水受タンク

中低濃度タンク

使用済セシウム吸着塔

一時保管施設

中低濃度タンク
中低濃度タンク

及び
地下貯水槽

ろ過水タンク

中低濃度タンク

増設多核種除去設備

高性能多核種除去設備

中低濃度タンク

多核種除去設備

使用済セシウム吸着塔
一時保管施設

シールド中央制御室
（シールド中操）

高濃度滞留水受タンク

中低濃度タンク

使用済セシウム吸着塔

一時保管施設

中低濃度タンク
中低濃度タンク

及び
地下貯水槽

ろ過水タンク

中低濃度タンク

増設多核種除去設備

高性能多核種除去設備

中低濃度タンク

※１オペレーティングフロア(オペフロ)：
定期検査時に、原子炉上蓋を開放し、炉内燃料取替
や炉内構造物の点検等を行うフロア。
※２シールドプラグ：
運転中に原子炉からの放射線を遮へいするために、
原子炉上部に設置されるコンクリート部材

＜全面マスク省略可能エリア＞

鉛板マット

含鉛プレートガラス

鉛板マット

鉄板

防護衝立

防護衝立（3面式）
鉛板マット

鉛板マット

放
射
線

防護衝立
操作盤

タングステンマット

60
％
低
減

遮へい効果を確認後，設置箇所・
遮へい厚さ等を変更する可能性あり

：キャスク取り扱い作業員

：燃料取扱作業員

：対策準備中

：対策実施中

：対策実施済

※1 固体廃棄物貯蔵庫、キャスク保管建屋の建屋内は除く。
※2 共用プール建屋２，３階の一部エリアのみ。

全面（半面）マスク着用省略可能エリア※1
移動時・作業時にかかわらずサージカルマスク使用可能エリア

管理対象区域境界

全面（半面）マスク着用省略可能エリア追加設定範囲※2

車両汚染検査場 構内企業棟

構外車両駐車場
企業センター厚生棟

入退域管理施設

構内車両駐車場駐車場

焼却炉設備
（建設地）

5・6号機サービス建屋

免震重要棟

キャスク仮保管設備

多核種除去設備

登録センター休憩所

正門

西門

＜オペフロ床の調査結果＞

※３ 1月から2月にかけて、２、３号機の注水量を減らしておりますが、安定冷却が継続できていると評価しています。（１～３号機注水量：約400m3/日→約320m3/日）

40％
低
減

放
射
線
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Ⅰ．原子炉の状態の確認 
１．原子炉内の温度 

注水冷却を継続することにより、原子炉圧力容器底部温度、格納容器気相部温度は、号機や温度

計の位置によって異なるものの、至近１ヶ月において、約 15～35 度で推移。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２．原子炉建屋からの放射性物質の放出 

１～４号機原子炉建屋から新たに放出される放射性物質による、敷地境界における空気中放射性

物質濃度は、Cs-134 及び Cs-137 ともに約 1.5×10-9ベクレル/cm3と評価。放出された放射性物質に

よる敷地境界上の被ばく線量は 0.03ｍSv/年（自然放射線による年間線量（日本平均約 2.1mSv/年）

の約７０分の１に相当）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．その他の指標 

格納容器内圧力や、臨界監視のための格納容器放射性物質濃度（Xe-135）等のパラメータについ

ても有意な変動はなく、冷却状態の異常や臨界等の兆候は確認されていない。 

以上より、総合的に冷温停止状態を維持しており原子炉が安定状態にあることが確認されている。 

 
Ⅱ．分野別の進捗状況 

１．原子炉の冷却計画 

～注水冷却を継続することにより低温での安定状態を維持するとともに状態監視を補完する取組を継続～ 

 ３号機原子炉注水量の低減 
・ 水処理設備の負荷を低減することを目的とし、３号機への原子炉注水量を 1.0m3/h 低減し、

4.5m3/h に変更（2/12～）。注水量変更後も、安定冷却が継続出来ていると評価。 

２．滞留水処理計画 

～地下水流入により増え続ける滞留水について、流入を抑制するための抜本的な対策を図るとともに、水処理施

設の除染能力の向上、汚染水管理のための施設を整備～ 

 原子炉建屋等への地下水流入抑制 
・ 地下水バイパス揚水井 No.5～12 において、全β及びトリチウム濃度を継続的に測定。大きな変

動は確認されていない。 

・ サブドレン設備の設置（～9月末）に向け、2/26 時点で 13 箇所中、7箇所の新設ピット掘削が

完了。サブドレン浄化設備の建屋は地盤掘削を終え、2/27から基礎コンクリート打設開始予定。 

・ １～４号機周囲を取り囲む凍土遮水壁の設置に向け、発電所構内でまずは事前実証試験を実施

中。現在、凍結管等の設置作業を行っており、3月上旬を目途に凍結を開始予定。 

 多核種除去設備の運用状況 
・ 放射性物質を含む水を用いたホット試験を実施中（Ａ系：3/30～、Ｂ系：6/13～、Ｃ系：9/27

～）。これまでに約 56,000m3を処理（2/25 時点）。 

・ Ａ系は、フィルタ洗浄のための停止期間（1/30～2/1）を除き運転を継続。吸着塔へ移送するた

めのポンプが停止し、循環運転へ移行（2/26）。ヨウ素 129 等 4 核種（トリチウムを除く）が処

理済み水から検出されているため、活性炭吸着材等を用いた性能向上策の実機試験を 1/24 より

実施中（～3月予定）。 

・ Ｂ系は、1/24～2/12 に腐食対策の有効性確認のため停止。対策の有効性を確認。今後は必要に

応じ点検を実施。 

・ Ｃ系は、フィルタ洗浄のため停止（2/1～2/3、2/25～27 予定）。3月下旬に２回目の腐食対策の

有効性確認のため停止予定。 

・ 福島第一原子力発電所に貯留しているＲＯ濃縮塩水を早期に処理するため、増設多核種除去設

備（現行多核種除去設備の運転経験を踏まえ改良を行う設備。2/12 実施計画申請済）及び高性

能多核種除去設備（経済産業省の補助事業）の設置を計画。3 月より両設備の敷地造成工事、

建屋基礎工事を逐次実施予定。 

・ モバイル型ストロンチウム除去装置を設置し、汚染水に含まれるストロンチウム 90 濃度を低減

させる。これにより、漏えいに対するリスク低減、敷地境界線量低減、パトロール等の作業員

被ばく低減を図る。 

 タンクエリア等におけるトラブル及び対策 
・ パトロール時に原子炉注水用の淡水移送配管に設置されたストレーナの差圧計より漏えいを確

認（2/6）。凍結により差圧計ボンネット部から漏えいが発生したものと推定。漏えい箇所の土

壌は回収済（2/6、7）。なお、屋外の類似計器については凍結防止対策を実施済。 

・ タンクパトロールにおいて、H4及び H4東エリアの基礎コンクリートのひび割れを確認（2/11）。

エポキシ系塗料による補修を行うとともに、現在実施中のウレタン塗装による堰内被覆を早急

に完了させる予定（～3月上旬予定）。 

・ タンクパトロールにおいて、H5 エリアの堰（配管貫通部及びコンクリート堰と鋼製堰の継ぎ目

部）からの漏えいを確認（2/16）。当該配管貫通部については、シーリングの補修を実施。他エ

リアの配管貫通部の施工についても点検を実施し、必要に応じて補修を実施。コンクリート堰

と鋼製堰の継ぎ目部については、漏えい原因を特定後、補修を実施予定。 

・ タンクパトロールにおいて、H6 エリアのタンク最上面フランジ部より漏えいし、雨樋を伝って

約 100m3が堰外へ流出していることを確認（2/19）。その後、当該タンクの水位を下げることに

より漏えい停止（2/20）。淡水化装置（RO）処理後の RO 濃縮塩水を E タンクエリアへ移送中に

H6 タンクエリアへ移送する配管につながる弁が開状態になっていたことにより、タンクに水が

流入し漏えいに至ったものと推定。当該弁が開状態になっていた原因については調査中。 

・ 汚染水がタンクから漏えいした際の排水路への流入防止のため排水路の暗渠化を実施（～2/22）。 
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1.7

格納容器気相部温度 

※トレンドグラフは複数点計測している温度データの内、一部のデータを例示 

原子炉圧力容器底部温度 

１～４号機原子炉建屋からの放射性物質（セシウム）による敷地境界における年間被ばく線量

（注）線量評価については、施設運営計画と月例報告とで異なる計算式及び係数を使用していたことから、2012 年 9 月に評価方法の統一を図っている。 

   ４号機については、使用済燃料プールからの燃料取り出し作業を踏まえ、2013 年 11 月より評価対象に追加している。 

（参考） 

※周辺監視区域外の空気中の濃度限度： 

[Cs-134]：2×10-5ベクレル/cm3、 

[Cs-137]：3×10-5ベクレル/cm3 

※１Ｆ敷地境界周辺のダスト濃度「実測値」： 

[Cs-134]：ND（検出限界値：約 1×10-7ベクレル/cm3）、 

[Cs-137]：ND（検出限界値：約 2×10-7ベクレル/cm3） 

 

原子炉注水温度： 
1号機 

2号機 

3号機 

気 温  ： 
1号機 

2号機 

3号機

原子炉注水温度： 

  気 温  ： 



 

 3/4

 主トレンチの汚染水浄化、水抜き 
・ ２、３号機の主トレンチについて、モバイル式処理装置により浄化を実施中（２号機:11/14～、

３号機:11/15～）。 

・ H26 年 6 月の水抜き開始に向け、凍結管・測温管設置用の削孔工事を実施中（２号機:H25 年 12

月～H26 年 5 月末予定（完了：6本／48 本（2/24 時点））、３号機:H26 年 3 月～6月）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．放射線量低減・汚染拡大防止に向けた計画 

～敷地外への放射線影響を可能な限り低くするため、敷地境界における実効線量低減（Ｈ24 年度末までに１

mSv/年）や港湾内の水の浄化～ 

 １～４号機タービン建屋東側における地下水・海水の状況 
・ １号機取水口北側護岸付近の地下水について、下層（砂岩層）で高いトリチウム（105Bq/L 程

度）が検出されているため、観測孔 No.0-3-2 より 1m3/日の汲み上げを実施（12/11～13、16

～継続）しているが横ばい傾向。 

・ １、２号機取水口間護岸付近の地下水について、ウェルポイントからの汲み上げを継続（45m3/

日）。地下水観測孔 No.1-16 の全β濃度は 106Bq/L 程度で継続。地下水観測孔 No.1-10 はトリ

チウム濃度が約 105Bq/L で地下水観測孔 No.1 と同程度。地下水観測孔 No.1-6、1-13 は電源管

路近傍で全β濃度が 105Bq/L。No.1-13 はセシウム濃度が 105Bq/L と１、２号機取水口間護岸

付近の地下水で最高。 

・ ２、３号機取水口間護岸付近の地下水について、ウェルポイント北側からの汲み上げを 2/14

より 2m3/日から 4m3/日に増加。地下水観測孔 No.2-7 は全β濃度が 1月上旬に上昇したが

102Bq/L 程度で横ばい。地下水観測孔 No.2-9 はトリチウムが 104Bq/L と２、３号機取水口間護

岸付近の地下水で最高。 

・ ３、４号機取水口間護岸付近の地下水については、各観測孔とも放射性物質濃度は低いレベル

で推移。 

・ 港湾内の海水中の放射性物質濃度は至近１ヶ月で有意な変動はなく、沖合での測定結果につい

ては引き続き有意な変動は見られていない。 

・ 港湾内の汚染された海底土砂の拡散を防止するため、港湾内の海底面を被覆する（H26 年 4 月

～ 被覆工事開始予定）。 

 全β及びストロンチウム 90 の測定結果について 
・ ストロンチウム 90 濃度が全β放射能濃度を上回る状況が散見されたため、原因究明を実施。

調査の結果、５・６号機ホットラボの測定装置の検出効率の設定誤りによるものと判明。 

・ また、データの一部でストロンチウム 90 濃度が全β放射能濃度を上回る試料を確認。一部の

測定装置において、高濃度の試料を計測した際に生じる「数え落とし」が原因と推定。 

・ ５・６号機ホットラボの測定装置は、再校正を行うまでストロンチウム 90 分析を行わない。 

・ 「数え落とし」が懸念される 164 試料について、「数え落とし」の影響を除いた正しい値に訂

正予定。 

・ 放射能分析の品質向上のため、定期的に福島第一発電所内分析室間でのクロスチェック及び社

外機関でのクロスチェックを実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．使用済燃料プールからの燃料取出計画 

～耐震・安全性に万全を期しながらプール燃料取り出しに向けた作業を着実に推進。４号機プール燃料取り出

しは平成 25 年 11 月 18 日に開始、平成 26 年末頃の完了を目指す 
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図 1：タンクエリア配置図 

＜１号機取水口北側、１、２号機取水口間＞ 

＜２、３号機取水口間、３、４号機取水口間＞ 

図 2：タービン建屋東側の地下水濃度 

数数ええ落落ととしし  
↑

数数ええ落落ととしし  

放射線が入射しても計数されない事象 

不不感感時時間間  

放射線が入射しても検出装置がまったく応答を示さない時間 

分分解解時時間間  

電流信号として認識され，計数されるまでの時間 

図 3：数え落としイメージ図 
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 ４号機使用済燃料プールからの燃料取り出し 
・ H25/11/18 より、使用済燃料プールからの燃料取り出し作業を開始。 

・ 2/26 作業終了時点で、使用済燃料 374／1331 体、新燃料 22／202 体を共用プールへ移送済み。 

・ 建屋への地下水流入防止対策の作業中に埋設電源ケーブルを損傷（2/25）。これにより４号機使

用済燃料プール循環冷却設備（二次系）が停止。同日中に受電元を変更し、冷却を再開。燃料

取り出し作業についても一時中断したが、同日中に作業を再開。 

・ 燃料取り出し作業における被ばく線量を低減させるため、燃料取り出し用カバー北側（３号機

側）、燃料取扱機等へ遮へい体を設置中（～3月末予定）。 

 ３号機使用済燃料取り出しに向けた主要工事 
・ 鉄筋、デッキプレート、屋根トラス等の使用済燃料プール内ガレキの撤去を実施中。その後、

マスト及び燃料交換機を撤去予定。 

・ オペフロ上の線量低減対策（除染、遮へい）を実施中（10/15～）。H25 年 12 月に自走式除染装

置の一部機器において試運転時に不具合を確認。原因究明と対策を実施した上で、1F 構内に再

搬入し 2/24 より吸引作業を開始。 

・ 燃料取り出し用カバーの設置にあたり、オペフロガレキ撤去後に建屋躯体状況調査を実施

（12/19～1/31）。オペフロの床面の一部及びシールドプラグに損傷が確認されたが、その他に

は大きな損傷は確認されず。今後、これらの状況を踏まえた耐震安全性評価を実施予定。 
 

５．燃料デブリ取出計画 

～格納容器へのアクセス向上のための除染・遮へいに加え、格納容器漏えい箇所の調査・補修など燃料デブリ

取り出し準備に必要となる技術開発・データ取得を推進～ 

 １～３号機原子炉建屋の汚染状況調査・除染作業 
・ １号機原子炉建屋１階南側において、建屋コンクリートへの汚染浸透の有無を確認するため、

床面を掘削しサンプルを採取（2/6）し分析中。分析結果を基に除染方法を検討予定。 

・ ２号機原子炉建屋５階（オペフロ）における汚染分布調査に向け、調査装置を吊り下ろすため

の屋上穿孔作業を実施（～2/1）。穿孔作業時に採取したオペフロ天井部については汚染状況の

詳細分析中。 

 原子炉格納容器調査方針 
・ 燃料デブリの取り出しに先立ち、原子炉格納容器内の状況把握のため、号機毎の格納容器内部

調査方針を整理。 

・ 国ＰＪにて原子炉格納容器下部の止水工法について検討。H28 年度の原子炉格納容器下部止水

工法の確定に向け、今後の調査計画を整理。 
 

６．固体廃棄物の保管管理、処理・処分、原子炉施設の廃止措置に向けた計画 

～廃棄物発生量低減・保管適正化の推進、適切かつ安全な保管と処理・処分に向けた研究開発～ 

 ガレキ・伐採木の管理状況 
・ 1 月末時点でのコンクリート、金属ガレキの保管総量は約 70,000m3（エリア占有率：71%）。伐

採木の保管総量は約 78,000m3（エリア占有率：60%）。 

 水処理二次廃棄物の管理状況 
・ 2/25 時点での廃スラッジの保管状況は 597m3（占有率：85%）。使用済ベッセルの保管総量は 796

体（占有率：32%）。 

 福島第一原子力発電所構内で採取した立木の放射能分析 
・ 事故廃棄物の処理処分方策の検討に向け、発電所構内全域で採取した立木試料の放射能分析を

実施。 
 

７．要員計画・作業安全確保に向けた計画 

～作業員の被ばく線量管理を確実に実施しながら長期に亘って要員を確保。また、現場のニーズを把握しなが

ら継続的に作業環境や労働条件を改善～ 

 要員管理 
・ １ヶ月間のうち１日でも従事者登録されている人数（協力企業作業員及び東電社員）は、10 月

～12 月の 1ヶ月あたりの平均が約 8,700 人。実際に業務に従事した人数は 1ヶ月あたりの平均

で約 6,600 人であり、ある程度余裕のある範囲で従事登録者が確保されている。 

・ 3 月の作業に想定される人数（協力企業作業員及び東電社員）は、１日あたり約 3,790 人程度※

と想定され、現時点で要員の不足が生じていないことを確認。なお、今年度の各月の平日１日

あたりの平均作業員数（実績値）は約 3,000～3,700 人規模で推移（図 4参照）。 
 

・ 1 月時点における地元雇用率（協力企業作業員及び東電社員）は約 50％。 

 全面マスク着用省略可能エリアの拡大 
・ 共用プール建屋内の２、３階の一部について、空気中放射性物質濃度がマスク着用基準（粒子

状 Cs：2×10-4Bq/cm3）未満であること等を確認したため、全面マスク着用省略可能エリアに設

定して作業員の負荷軽減、作業性の向上を図る（3/10 予定～）。 

 労働環境改善に向けた取組 
・ 本設事務棟の設置場所決定（入退域管理施設西側）。 

・ 適切な労働条件確保に関する講習会を福島労働局から講師を招き実施（2/4、18、25）。 

・ 廃自動車の撤去作業を実施中（撤去台数：22 台／25 台）（～H26 年 6 月予定）。 

 インフルエンザ・ノロウイルスの発生状況 
・ 2/21 までに、インフルエンザ感染者が 134 人、ノロウイルス感染者が 26 人。引き続き感染予

防対策の徹底に努める。（昨年度累計は、インフルエンザ感染者が 204 人、ノロウイルス感染者

が 37 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

８．その他 

 廃炉・汚染水対策福島評議会の開催 
・ 廃炉の進め方や情報提供・広報活動のあり方について地元関係者のご意見を伺うとともに、今

後の廃止措置のあり方について検討するため、福島評議会を設置。 

・ 第１回会合を開催（2/17）し、情報提供やコミュニケーションの改善、廃炉・汚染水対策に対

し貴重なご意見をいただいた。 

 国際社会への情報発信 
・ IAEA 廃炉ミッション（昨年 11/25～12/4）の最終報告書を 2/13 に IAEA とともに公表。本最終

報告書において、汚染水問題発生後の日本の積極的な対応・姿勢が評価。 

・ また、IAEA を通じた国際社会への定期的な情報発信を開始し、これ受けて、IAEA は日本の取組

に対する評価を加えた上で、同情報を IAEA のホームページに掲載。 

図 4：平成２５年度各月の平日１日あたりの平均作業員数（実績値）の推移 

※：契約手続き中のため 3月の予想には含まれていない作業もある。 
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中長期ロードマップでは、ステップ２完了から２年以内（～2013/12）
に初号機の使用済燃料プール内の燃料取り出し開始を第１期の目標として
きた。2013/11/18より初号機である4号機の使用済燃料プール内の燃料
取り出しを開始し、第２期へ移行した。
使用済燃料プールには、現在1,533体の燃料（使用済燃料1,331体、新燃
料202体）が保管されており、取り出した燃料は、共用プールへ移動させ
ることとしている。取り出し完了は、平成26年末頃を目指す。
396体（使用済燃料374体、新燃料22体）の燃料を共用プールに移送済み
（2/26作業終了時点）。

燃料取り出し用カバー設置に向けて、構台設置作業完了（2013/3/13）。
原子炉建屋上部ガレキ撤去作業を完了（2013/10/11）し、現在、燃料取り出し用カバーや燃料取扱設備の
オペレーティングフロア（※１）上の設置作業に向け、線量低減対策（除染、遮へい）を実施中
（2013/10/15～）。使用済燃料プールからの大型ガレキ撤去を実施中（2013/12/17～）。

２０１４年２月２７日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
１／６

廃止措置等に向けた進捗状況：使用済み燃料プールからの燃料取り出し作業

原子炉建屋上部のガレキ撤去 燃料取り出し用カバーの設置

2012/12完了 2012/4～2013/11完了

使用済燃料プール内の燃料の取り出し開始（４号機、２０１３年１１月）至近の目標

燃料取り出しまでのステップ カバー
（又はコンテナ）

使用済燃料
プール

天井クレーン

燃料交換機

輸送容器

搬出

取り出し作業

2013/11開始

３号機３号機

共用プール共用プール キャスク
ピット

キャスク
ピット貯蔵エリア

空きスペース

の確保

共用プール内空き
スペースの確保

（乾式キャスク仮保管設備への移送）

現在までの作業状況
・燃料取扱いが可能な状態まで共用プールの復
旧が完了（2012/11）

・共用プールに保管している使用済燃料の乾式
キャスクへの装填を開始（2013/6）

・4号機使用済燃料プールから取り出した燃料を
受入開始（2013/11）

1、２号機1、２号機

参考資料

クレーン

防護柵 モジュール

共用プールからの使用済燃料受け入れ

乾式キャスク（※３）

仮保管設備

乾式キャスク（※３）

仮保管設備

2013/4/12より運用開始、キャスク保管建屋より既設乾式キャス
ク全9基の移送完了(5/21)、共用プール保管中燃料を順次移送中。

１号機建屋カバー解体
使用済燃料プール燃料・燃料デブリ取り出しの早期化
に向け、原子炉建屋カバーを解体し、オペフロ上のガ
レキ撤去を進める。建屋カバー解体後の敷地境界線量
は、解体前に比べ増加するものの、放出抑制への取り
組みにより、1～3号機からの放出による敷地境界線
量(0.03mSv/年)への影響は少ない。

放出抑制への取り組み

●１号機については、オペレーティング
フロア上部のガレキ撤去を実施するため、
原子炉建屋カバーの解体を計画している。
建屋カバーの解体に先立ち、建屋カバー
の排気設備を停止した（2013/9/17）。
今後、大型重機が走行するためのヤード
整備等を行い、2014年度上期から建屋
カバー解体に着手する予定。
●２号機については、建屋内除染、遮へい
の実施状況を踏まえて設備の調査
を行い、具体的な計画を検討、立案する。

＜略語解説＞
（※１）オペレーティングフロア（オペフロ）：
定期検査時に、原子炉上蓋を開放し、炉内燃
料取替や炉内構造物の点検等を行うフロア。
（※２）機器ハッチ：原子炉格納容器内の機器
の搬出入に使う貫通口。
（※３）キャスク：放射性物質を含む試料・機器
等の輸送容器の名称

燃料取り出し用カバーイメージ

４号機４号機

大型ガレキ撤去前

（※２）

大型ガレキ撤去後

撮影：2012/2/21 撮影：2013/10/11

リスクに対してしっかり対策を打ち、
慎重に確認を行い、安全第一で作業を進める

※写真の一部については、核物質防護などに関わる機微情報を含むことから修正しております。

燃料取り出し状況

構内用輸送容器のトレーラへの
積み込み

原子炉建屋の健全性確認
2012/5以降、年４回定期的な点検を実
施。建屋の健全性は確保されていること
を確認。

傾きの確認（水位測定）

傾きの確認（外壁面の測定）

【凡例】 ：測定点



廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

建屋カバー

※プラント関連パラメータは２０１４年２月２６日１１：００現在の値

１号機

給水系：2.5m3/h
ＣＳ系：2.0m3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.05vol%
Ｂ系：0.03vol%

ＳＦＰ（※２）温度：12.0℃

PCV内温度：約16℃

原子炉建屋

タービン建屋

タービン建屋水位：OP2,765三角コーナー水温：32.4～32.6℃（2012/9/20測定）

ＲＰＶ底部温度：約16℃

窒素封入流量
PCV（※４）：-Nm3/h

三角コーナー水位：OP3,910～4,420（2012/9/20測定）

PCV内雰囲気線量：
最大約11Sv/h

ＰＣＶ内水温：17.5℃ ＰＣＶ内水位：ＰＣＶ底部＋約2.8m

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大5,150mSv/h（１階南東エリア）（2012/7/4測定）

２０１４年２月２７日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
２／６

格納容器内部調査に向けた装置の開発状況

燃料デブリ取り出しに先立ち、燃料デブリの位置等格納容器内の状況把握のため、内部調査を実施予定。
１号機は、燃料デブリがペデスタル外側まで広がっている可能性があるため、外側の調査を優先。

【調査概要】
・１号機X-100Bペネから装置を投入し、時計回りと反時計回りに調査を行う。

【調査装置の開発状況】
・狭隘なアクセス口（内径φ100mm）から格納容器内に進入し、グレーチング上を安定走行可能な形状変形
機構を有するクローラ型装置を開発中であり、2014年度下期に現場での実証を計画。

＜略語解説＞
（※１）Ｓ／Ｃ（Suppression Chamber）：

圧力抑制プール。非常用炉心冷却系の
水源等として使用。

（※２）ＳＦＰ（Spent Fuel Pool） ：
使用済燃料プール。

（※３）ＲＰＶ（Reactor Pressure Vessel）：
原子炉圧力容器。

（※４）ＰＣＶ（Primary Containment Vessel）：
原子炉格納容器。

トーラス室水位：約OP3,700
（2013/2/20測定）

トーラス室雰囲気線量：
約180～920mSv/h（2013/2/20測定）

トーラス室滞留水温度：
約20～23℃（2013/2/20測定） 格納容器内調査ルート（計画案）

原子炉建屋１階の線量調査

・今後の線量低減計画の具体化及び除染作業の
実施に向け、１号機原子炉建屋１階南側にお
いて、ガンマカメラ※による線源調査を実施
（2013/12/22～12/24）。

・撮影データの評価から、格納容器ベントに用いた
配管の表面線量が高いことを確認

※ガンマカメラ：
特定の方向からの放射線(ガンマ線)、対象表面までの距離を測定し、
解析により表面の放射能の大きさを可視化する装置。

東西

北

南

撮影方向

格納容器ベントに用いた配管

格納容器ベントに用いた配管周辺の
ガンマカメラ撮影データ

原子炉注水系に関わる対応

・１号機において、原子炉への注水に用いている
炉心スプレイ系の継続的な原子炉注水の信頼性
を確保するため、原子炉圧力容器への窒素封入
に用いている配管に緊急用の注水点を設置予定
（2014年度中）。また、常時利用可能な原子炉
注水点の追設（2015～2016年度頃）に向け
検討中。

窒素封入流量
RPV（※３）：28.96Nm3/h

ﾎﾞｰﾄﾞｶﾒﾗ
※ｶﾞｲﾄﾞ
ﾊﾟｲﾌﾟ内
進行時に
使用。

複合ｹｰﾌﾞﾙ

変形

ｶﾞｲﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ走行時

ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ走行時

温度計
※ｶﾊﾞｰ内
に設置

調査用
ｶﾒﾗ

ｸﾛｰﾗ

（2個）

進行方向

ﾎﾞｰﾄﾞｶﾒﾗ
※ｶﾞｲﾄﾞ
ﾊﾟｲﾌﾟ内
進行時に
使用。

複合ｹｰﾌﾞﾙ

変形

ｶﾞｲﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ走行時

ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ走行時

温度計
※ｶﾊﾞｰ内
に設置

調査用
ｶﾒﾗ

ｸﾛｰﾗ

（2個）

進行方向



廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

原子炉格納容器内部調査／常設監視計器の設置

・格納容器内部の状況把握のため、再調査を実施 (2013/8/2、
12)。格納容器貫通部より調査装置をＣＲＤ交換レールに導
き、ペデスタル開口部近傍まで調査することができた。
カメラ映像等の解析を行い、今後実施予定のペデスタル内部
調査計画に反映していく。

・格納容器常設監視計器の設置を試みたが、既設グレーチング
との干渉により、計画の位置に設置できず(2013/8/13)。

・ケーブルのねじれによりグレーチングに挟まったものと推定
し、作業員の訓練後、当該の監視計器を計画の位置に再設置
予定（4月上旬）。

格納容器内部調査に向けた装置の開発状況

燃料デブリ取り出しに先立ち、燃料デブリの位置等格納容器内の状況把握のため、内部調査を実施予定。
２号機は、燃料デブリがペデスタル外側まで広がっている可能性は低いため、内側の調査を優先。

【調査概要】
・２号機X-6ペネ貫通口から調査装置を投入し、ＣＲＤレールを利用しペデスタル内にアクセスして調査。

【調査装置の開発状況】
・2013年8月に実施したＣＲＤレール状況調査で確認された課題を踏まえ、調査工法および装置設計を
進めており2014年度下期に現場実証を計画。

※プラント関連パラメータは２０１４年２月２６日１１：００現在の値

２号機

給水系：4.5m3/h
ＣＳ系：0.0m3/h

窒素封入流量
PCV（※４）：-Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.03vol%
Ｂ系：0.02vol%

ＳＦＰ（※２）温度：10.2℃

ＲＰＶ底部温度：約24℃ PCV内温度：約24℃

原子炉建屋

タービン建屋

トーラス室水位：約OP3,270(2012/6/6測定)

ＰＣＶ内水位：ＰＣＶ底部＋約60ｃｍ

タービン建屋水位：OP3,102

PCV内雰囲気線量：
最大約73Sv/h

ＰＣＶ内水温：約50℃

トーラス室雰囲気線量：30～118mSv/h(2012/4/18測定)

三角コーナー水位：OP3,050～3,190（2012/6/28測定）

三角コーナー水温：30.2～32.1℃（2012/6/28測定）

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大4,400mSv/h（１階南側 上部ペネ（※１）表面）（2011/11/16測定）

２０１４年２月２７日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
３／６

原子炉建屋５階汚染状況調査

・原子炉建屋５階の汚染状況調査を行うため、建屋屋上に
孔を開け調査装置(ガンマカメラ、線量計、光学カメラ)
を吊り下ろす。また、コアサンプル採取用遠隔作業台車
を投入し、５階床面のコアサンプルを採取する。

 

X-53

X-6

CRD交換レール

ペデスタル開口部
PCV

RPV

ペデスタル③

①

②

1階グレーチング

映像位置・方向

 

X-53

X-6

CRD交換レール

ペデスタル開口部
PCV

RPV

ペデスタル③

①

②

1階グレーチング

映像位置・方向

ＣＲＤ交換
レール面

１階グレー
チング
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換
レ
ー
ル
端
部

ＣＲＤ交換
レール面

１階グレー
チング

CR
D交
換
レ
ー
ル
端
部

１階グレーチング

ＣＲＤ交換
レール面

ペデスタル
入口方向

レー
ル端
部

高さ
３０
ｍｍ

堆積物

１階グレーチング

ＣＲＤ交換
レール面

ペデスタル
入口方向

レー
ル端
部

高さ
３０
ｍｍ

堆積物

ペデスタル開口部周辺（推定）

（詳細についてはデータ分析中）

ペデスタル開口部周辺（推定）

（詳細についてはデータ分析中）

①

②

③

格納容器内部状況

格納容器内調査の課題および装置構成（計画案）

＜略語解説＞
（※１）ペネ：ペネトレーションの略。格納容器等にある貫通部。 （※２）ＳＦＰ（Spent Fuel Pool） ：使用済燃料プール。
（※３）ＲＰＶ（Reactor Pressure Vessel）：原子炉圧力容器。 （※４）ＰＣＶ（Primary Containment Vessel）：原子炉格納容器。
（※５）Ｓ／Ｃ（Suppression Chamber）：圧力抑制プール。非常用炉心冷却系の水源等として使用。

原子炉建屋５階調査概要

窒素封入流量
RPV（※３）：15.75Nm3/h

16.1m

室内照明
伸縮ポール

γカメラ/線量計/カメラ

コア抜き用台車

コンテナ

ボックス

ブローアウト

パネル

屋上

フロア

屋根トラス

開口部養生

16.1m

室内照明
伸縮ポール

γカメラ/線量計/カメラ

コア抜き用台車

コンテナ

ボックス

ブローアウト

パネル

屋上

フロア

屋根トラス

開口部養生
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廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

主蒸気隔離弁※室からの流水確認

３号機原子炉建屋１階北東エリアの主蒸気隔離弁室の扉付近
から、近傍の床ドレンファンネル（排水口）に向かって水が
流れていることを1/18に確認。排水口は原子炉建屋地下階
につながっており、建屋外への漏えいはない。

流水の温度、放射性物質の分析結果、図面等による検討から、
格納容器内の滞留水の可能性が高いと考えており、今後、
室内の調査を行う予定。

格納容器内部調査に向けた装置の開発状況

燃料デブリ取り出しに先立ち、燃料デブリの位置等格納容器内の状況把握のため、内部調査を実施予定。
３号機は、燃料デブリがペデスタル外側まで広がっている可能性は低いため、内側の調査を優先。
また、格納容器内の水位が高く、１、２号機で使用予定のペネが水没している可能性があり、別方式を
検討する必要がある。

【調査及び装置開発ステップ】
（１）X-53ペネからの調査
・除染後にX-53ペネ周辺エリアの現場調査を行い、内部調査実施方針・装置仕様を確定予定。

（２）X-53ペネからの調査後の調査計画
・X-6ペネは格納容器内水頭圧測定値より推定すると水没の可能性がありアクセスが困難と想定。
・他のペネからアクセスする場合、「装置の更なる小型化」、「水中を移動してペデスタルにアクセス」
等の対応が必要であり検討を行う。

建屋内の除染
・ロボットによる、原子炉建屋内の
汚染状況調査を実施
（2012/6/11～15）。
・最適な除染方法を選定するため
除染サンプルの採取を実施
（2012/6/29～7/3）。
・建屋内除染に向けて、原子炉建屋
１階の干渉物移設作業を実施中
（2013/11/18～）。

汚染状況調査用ロボット
（ガンマカメラ搭載）

※プラント関連パラメータは２０１４年２月２６日１１：００現在の値

３号機

給水系：2.0m3/h
ＣＳ系：2.5m3/h

窒素封入流量
PCV（※３）：-Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.09vol%
Ｂ系：0.08vol%

窒素封入流量
RPV（※２）：16.70Nm3/h

ＲＰＶ底部温度：約21℃
PCV内温度：約20℃

トーラス室水位：約OP3,370(2012/6/6測定)

タービン建屋水位：OP2,709

トーラス室雰囲気線量：100～360mSv/h(2012/7/11測定)ＰＣＶ内水位：未確認

三角コーナー水位：OP3,150（2012/6/6測定）

＜略語解説＞
（※１）ＳＦＰ（Spent Fuel Pool） ：

使用済燃料プール。
（※２）ＲＰＶ（Reactor Pressure Vessel）：

原子炉圧力容器。
（※３）ＰＣＶ（Primary Containment Vessel）：

原子炉格納容器。
（※４）ＴＩＰ（Traversing Incore Probe System）：

移動式炉内計装系。
検出器を炉心内で上下に移動させ中性子を測る。

原子炉建屋内雰囲気線量：
最大4,780mSv/h（１階北東 機器ハッチ前）（2012/11/27測定）

２０１４年２月２７日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
４／６

原子炉建屋

ＳＦＰ温度：8.7℃

水の流れ

主蒸気隔離弁室

床ドレン
ファンネル

流水状況概略図

水の流れ

床ドレン
ファンネル

北

※主蒸気隔離弁：原子炉から発生した蒸気を緊急時に止める弁



循環注水冷却設備・滞留水移送配管の信頼性向上

・３号機ＣＳＴを水源とする原子炉注水系の運用を開始
し(2013/7/5～)、従来に比べて、屋外に敷設している
ライン長が縮小されることに加え、水源の保有水量の
増加、耐震性向上等、原子炉注水系の信頼性が向上した。
・2014年度末までにRO装置を建屋内に新設することにより、
炉注水のループ（循環ループ）は約3kmから約0.8km※に縮小

廃止措置等に向けた進捗状況：循環冷却と滞留水処理ライン等の作業

原子炉冷却、滞留水処理の安定的継続、信頼性向上至近の目標

透水層

難透水層

揚水井
原子炉建屋

タービン建屋

設備改善

信頼性向上

原子炉建屋

タービン建屋

：想定漏えいルート（凡例）

地下水

滞留水処理
（ｷｭﾘｵﾝ/
ｱﾚﾊﾞ/ｻﾘｰ）

材質強
化等

多核種
除去設備

復水貯蔵タンク

バッファタンク

炉注水
ポンプ

地下水位

貯蔵タンク

塩分処理
（逆浸透膜）

塩分処理
（蒸発濃縮）

２０１４年２月２７日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
５／６

サブドレン水を汲み上げることによる地下水流入の抑制

地下水バイパスにより、建屋付近の地下水位を低下させ、建屋への地下水流入を抑制

揚水井

地下水の流れ（山側→海側）

サブドレンポンプ稼働により
地下水抜水

地下水

サブドレン水汲み上げによる地下水位低下に向け、１～４号機の一部の
サブドレンピットについて浄化試験を実施。今後、サブドレン復旧方法
を検討。

山側から流れてきた地下水を建屋の上流で揚水し、建屋内へ
の地下水流入量を抑制する取組（地下水バイパス）を実施。
地下水の水質確認・評価を実施し、放射能濃度は発電所周辺
河川と比較し、十分に低いことを確認。
揚水した地下水は一時的にタンクに貯留し、適切に運用する。
揚水井設置工事及び揚水・移送設備設置工事が完了。
水質確認の結果を踏まえ、関係者のご理解を得た上で、順次
稼働予定。

原子炉建屋への地下水流入抑制

＜略語解説＞
（※１）ＣＳＴ（Condensate Storage Tank）：

復水貯蔵タンク。
プラントで使用する水を一時貯蔵して
おくためのタンク。

タンクエリアにおける対策の進捗

・汚染水がタンクから漏えいした際に排水路への流入を防止するため、
排水路の暗渠化を実施（2/22完了）。

暗渠化実施状況

 

※１ 4号T/Bオペフロは設置案の１つであり、作業環境等を考慮し、今後更に検討を進めて決定予定

※２ 詳細なライン構成等は、今後更に検討を進めて決定予定

＃１～＃３

Ｒ／Ｂ

＃１～＃４

Ｔ／Ｂ
集中ラド
ＨＴＩ

ＳＰＴ
塩分除去
（RO装置）

ＲＯ
装置

P

＃１～＃３

ＣＳＴ 現状ライン
（建屋内循環開始後はバックアップ）

Cs除去
（ＳＡＲＲＹ、
ＫＵＲＩＯＮ）P

※1

地下水流入

移送ライン

排水ライン

RO装置を４号T/Bオペフロ※１に新設
SPTからRO装置への移送ライン、
RO廃液の排水ライン設置※２

貯蔵
タンク

※１ 4号T/Bオペフロは設置案の１つであり、作業環境等を考慮し、今後更に検討を進めて決定予定

※２ 詳細なライン構成等は、今後更に検討を進めて決定予定

＃１～＃３

Ｒ／Ｂ

＃１～＃４

Ｔ／Ｂ
集中ラド
ＨＴＩ

ＳＰＴ
塩分除去
（RO装置）

ＲＯ
装置

P

＃１～＃３

ＣＳＴ 現状ライン
（建屋内循環開始後はバックアップ）

Cs除去
（ＳＡＲＲＹ、
ＫＵＲＩＯＮ）P

※1

地下水流入

移送ライン

排水ライン

RO装置を４号T/Bオペフロ※１に新設
SPTからRO装置への移送ライン、
RO廃液の排水ライン設置※２

貯蔵
タンク
貯蔵
タンク

※：汚染水移送配管全体は、余剰水の高台への移送ライン（約1.3km）を含め、約2.1km

多核種除去設備の状況

・放射性物質を含む水を用いたホット試験を順次
実施中（Ａ系：2013/3/30～、Ｂ系：2013/
6/13～、Ｃ系：2013/9/27～）。
・Ａ系は、1/24よりヨウ素129等4核種が処理
済み水に検出されていることに対する、活性炭
吸着材等を用いた性能向上策の実機試験を実施。
・Ｂ系は、腐食対策の有効性確認のため1/24より
停止。対策の有効性を確認し2/12より処理再開。
・Ｃ系は、処理運転を継続中。
・構内に貯留している汚染水（ＲＯ濃縮塩水）を
早期に処理するため、増設多核種除去設備及び
高性能多核種除去設備を設置することを計画。
3月より敷地造成工事等を逐次実施予定。

処
理
済
水

移送タンク

鉄共沈
処理設備

炭酸塩共沈
処理設備

吸着塔

ポンプ

多核種除去設備

試験装置

活性炭系吸着材を充填

汚
染
水

（
Ｒ
Ｏ
濃
縮
塩
水
） 処

理
済
水

移送タンク

鉄共沈
処理設備

炭酸塩共沈
処理設備

吸着塔

ポンプ

多核種除去設備

試験装置

活性炭系吸着材を充填

汚
染
水

（
Ｒ
Ｏ
濃
縮
塩
水
）

実機での除去性能向上試験

ﾀﾞﾌﾞﾙﾌﾟﾚｽﾄ管 or FRP管

ｺﾝｸﾘｰﾄ充填

ＦＲＰ蓋



ＡＢ

Ｆ

固体廃棄物貯蔵庫

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

瓦礫保管エリア

伐採木保管エリア

瓦礫保管エリア（予定地）

伐採木保管エリア（予定地）

Ｌ

Ｍ

Ｎ

Ｏ
Ｒ

Ｔ

Ｓ

Ｕ

Ｑ

Ｖ

W

ＡＢ

Ｆ

固体廃棄物貯蔵庫

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

瓦礫保管エリア

伐採木保管エリア

瓦礫保管エリア（予定地）

伐採木保管エリア（予定地）

Ｌ

Ｍ

Ｎ

Ｏ
Ｒ

Ｔ

Ｓ

Ｕ

Ｑ

Ｖ

W

廃止措置等に向けた進捗状況：敷地内の環境改善等の作業

・発電所全体からの追加的放出及び事故後に発生した放射性廃棄物（水処理二次廃棄物、ガレキ等）による放射線の影響を低減し、
これらによる敷地境界における実効線量1mSv/年未満とする。
・海洋汚染拡大防止、敷地内の除染

至近の
目標

遮水壁の設置工事

汚染水が地下水へ漏えいした場合に、
海洋への汚染拡大を防ぐための遮水壁
を設置中（2014年９月完成予定）。
港湾内の鋼管矢板の打設は、９本を残
して2013/12/4までに一旦完了。
引き続き、港湾外の鋼管矢板打設、港
湾内の埋立、くみ上げ設備の設置等を
実施し竣工前に閉塞する予定。 遮水壁（イメージ）

２０１４年２月２７日
廃炉・汚染水対策チーム会合

事務局会議
６／６

出入拠点の整備

福島第一原子力発電所正門付近の入退域管理施設について
2013/6/30より運用を開始し、これまでＪヴィレッジで
実施していた汚染検査・除染、防護装備の着脱及び線量計
の配布回収を実施。

入退域管理施設外観

港湾内海水中の放射性物質低減

・建屋東側（海側）の地下水の濃度、水位等のデータの分析結果から、汚染され
た地下水が海水に漏えいしていることが明らかになった。
・港湾内の海水は至近１ヶ月で有意な変動はなく、沖合での測定結果については
引き続き有意な変動は見られていない。
・海洋への汚染拡大防止対策として下記の取り組みを実施している。
①汚染水を漏らさない
・護岸背面に地盤改良を実施し、放射性物質の拡散を抑制
（1～2号機間：2013/8/9完了、2～3号機間：2013/8/29～12/12、
3～4号機間：2013/8/23～1/23完了）

・汚染エリアの地下水くみ上げ（8/9～順次開始）
②汚染源に地下水を近づけない
・山側地盤改良による囲い込み
（1～2号機間：2013/8/13～3月末予定、
2～3号機間：2013/10/1～2月上旬予定、
3～4号機間：2013/10/19～2月末予定）

・雨水等の侵入防止のため、コンクリート等の地表舗装を実施
（2013/11/25～）
③汚染源を取り除く
・分岐トレンチ等の汚染水を除去し、閉塞（2013/9/19完了）
・主トレンチの汚染水の浄化、水抜き
（2号機：2013/11/14～、３号機：2013/11/15～浄化開始）
（凍結止水、水抜き：3月末～凍結開始予定）

入退域管理施設内部

全面マスク着用省略エリアの拡大

空気中放射性物質濃度のマスク着用基準に加え、除染電
離則も参考にした運用を定め、エリアを順次拡大中。

共用プール建屋内の２，３階の一部について、空気中放
射性物質濃度がマスク着用基準未満であることを確認し
たため、全面マスク着用省略可能エリアに設定し、作業
員の負荷軽減、作業性の向上を図る（3/10～予定）。

全面マスク着用省略エリア

海側遮水壁

地盤改良
地下水くみ上げ

約200m

約500m

地下水採取点
サブドレン
地下水バイパス

海側遮水壁海側遮水壁

地盤改良
地下水くみ上げ

約200m

約500m

地下水採取点
サブドレン
地下水バイパス

地下水採取点
サブドレン
地下水バイパス

地下水バイパスによるくみ上げ

１～４号機

トレンチからの排水

地表舗装等

山側

海側

地
下
水
の
流
れ

対策の全体図

凍土方式によ
る陸側遮水壁サブドレンによ

るくみ上げ

(C)GeoEye / 日本スペースイメージング

※1 固体廃棄物貯蔵庫、キャスク保管建屋の建屋内は除く。
※2 共用プール建屋２，３階の一部エリアのみ。

焼却炉設備（建設地）

5・6号機サービス建屋

車両汚染検査場

西門 構内企業棟 構外車両駐車場

企業センター厚生棟

入退域管理施設

構内車両駐車場

登録センター休憩所

駐車場

　
全面（半面）マスク着用省略可能エリア※1

移動時・作業時にかかわらずサージカルマスク使用可能エリア

管理対象区域境界

全面（半面）マスク着用省略可能エリア追加設定範囲※2

免震重要棟

正門

キャスク仮保管設備

多核種除去設備

共用プール建屋

提供：日本スペースイメージング（株）(C)DigitalGlobe

今回の設定エリア

（共用プール建屋内）



原子力災害発生時の通報連絡について

平成２６年３月５日
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新潟県知事

柏崎市長 、刈羽村長

県内市町村長

警察署・消防署

労基署・海保

保安検査官／防災専門官／オフサイトセンター

内閣総理大臣

原子力規制委員会

経済産業省 資源エネルギー庁

内閣官房

内閣府政策統括官付

社内関係機関

事象発見者

連絡責任者

本店通報連絡責任者

：原災法に基づく通報先

：電話での着信確認

（１０条通報は１５分以内目途）

：ファクシミリ送信

：電話等による連絡

原子力防災管理者

１．原子力警戒態勢発令後の通報

国土交通大臣（事業所外運搬の場合）



2

２．発電所外への通報手段

一斉Ｆａｘ（一般回線） 一斉Ｆａｘ（衛星回線） Ｆａｘ（衛星回線）

災害優先携帯電話、固定電話、ＰＨＳの他、国・自治体・関係機関への
通報手段として以下を整備

ホットライン 衛星電話 衛星携帯電話 防災行政無線

中越沖地震後、県・市・村へ配備済
福島事故後、警察・消防等に追加配備 発電所外への派遣者用に追加配備

県・市町村・関係機関にも配備 追加配備



3

３．異常兆候発生から緊急時態勢発令・解除までの流れ

異
常
兆
候
発
生

事
故
・
故
障
等
検
討
委
員
会
開
催

（
情
報
提
供
・
通
報
連
絡
）

原
子
力
警
戒
態
勢
（
Ｅ
Ａ
Ｌ
１
）
発
令

（
通
報
・
緊
急
時
対
策
要
員
召
集
）

第
一
次
緊
急
時
態
勢
（
Ｅ
Ａ
Ｌ
２
）
発
令

（
通
報
・
応
急
措
置
実
施
／
措
置
概
要
報
告
）

第
二
次
緊
急
時
態
勢
（
Ｅ
Ａ
Ｌ
３
）
発
令

（
報
告
・
応
急
措
置
継
続
実
施
／
措
置
概
要
報
告
）

緊
急
時
態
勢
解
除

EAL1:プラントの安全レベルが低下

した場合、あるいは、その可能性が
あるような事象が発生した場合

【事象例】
・原子炉停止機能の異常のおそれ
・原子炉給水機能の喪失
・全交流電源喪失のおそれ
・使用済燃料プールの水位低下

EAL2:公衆を保護するために必要と

されるプラントの機能が喪失した場
合、あるいは、その可能性があるよ
うな事象が発生した場合

【事象例】
・高圧系非常用炉心冷却装置喪失
・全交流電源３０分以上喪失
・使用済燃料プールの水位維持不可
・原子炉格納容器内圧力／温度上昇

EAL3:炉心損傷もしくは燃料の溶融が発生し

た場合、あるいは、その可能性があるような
事象が発生し、さらに格納容器の健全性を喪
失する可能性がある事象が発生した場合

【事象例】
・原子炉停止失敗または停止確認不能
・非常用炉心冷却装置全喪失
・全交流電源１時間以上喪失
・使用済燃料プール水位異常低下
・原子炉格納容器内圧力／温度異常上昇

原災法10条 原災法15条

発電所主体で活動 緊急時組織を立ち上げ本店・発電所が連携して活動

PAZ要援護者の避難準備 PAZ要援護者の避難実施
PAZ住民の避難準備

PAZ住民の避難実施
PAZ安定ヨウ素剤予防服用
UPZ屋内退避の実施
UPZ安定ヨウ素剤配布準備

規制庁ERC参集 首相官邸参集 原子力災害対策本部設置
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４. 第二次緊急時態勢発令後の事象進展の概要（１/４）

事故後の時間

①大破断LOCA
第二次緊急時態勢発令
（ＥＡＬ３）

②全交流動力電源喪失
×外部電源
×非常用ディーゼル発電機×３

③高圧注水失敗
×高圧炉心注水系ポンプ×２
×原子炉隔離時冷却系

④低圧注水失敗
×残留熱除去系ポンプ×３

⑤炉心損傷
開始

０時間 約0.4時間後 約２時間後

⑥ガスタービン発電機起動、
代替注水系による注水開始

→炉心冷却

約２５時間後

⑨格納容器圧力が限界圧力
に到達、フィルタベントによる

ベントを実施

⑦代替格納容器スプレイ冷却系に
よる格納容器スプレイと原子炉注水

の切り替えを繰り返し実施

格納容器圧力
上昇継続

格納容器圧力
限界圧力到達

⑧復水貯蔵槽への補給が
追いつかず保有水が枯渇
してスプレイ停止

「大LOCA＋全ECCS機能喪失＋SBO」シナリオ（基本ケース）の場合

【略語解説】
LOCA:冷却材喪失事故
ECCS:非常用炉心冷却系
SBO:全交流電源喪失

（次頁以降も同様）
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Ｄ／Ｗスプレイノズル

Ｓ／Ｃスプレイノズル

重大事故対策概要図
（低圧代替注水系）

※１

※２

Ｃ

Ａ Ｂ

※１

※２残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

原子炉隔離時冷却水ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

復水移送
ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービ
ン系へ

復水貯蔵槽

①大破断LOCA発生
余裕を確保した設計により
現実的には発生しえない。
世界中でこれまでLOCA発

生経験は無いが、無条件に
起こったものと仮定

③高圧注水失敗
高圧炉心注水系ポンプ×２
原子炉隔離時冷却系ポンプ

適切な保全により高信頼性を確保
しているが、無条件に故障を仮定

③低圧注水失敗
（残留熱除去系
ポンプ×3）

④低圧注水失敗
残留熱除去系ポンプ×3

適切な保全により高信頼性を確保
しているが、無条件に故障を仮定

⑤冷却材流出及び無注水に
よりスクラム後0.4時間後から

炉心損傷開始

②全交流動力電源喪失
非常用ディーゼル発電機×3

適切な保全により高信頼性を確保
しているが、無条件に故障を仮定

「大LOCA＋全ECCS機能喪失＋SBO」シナリオ（基本ケース）の場合

４. 第二次緊急時態勢発令後の事象進展の概要（２/４）
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Ｄ／Ｗスプレイノズル

Ｓ／Ｃスプレイノズル

重大事故対策概要図
（低圧代替注水系）

※１

※２

Ｃ

Ａ Ｂ

※１

※２残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

原子炉隔離時冷却水ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

復水移送
ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービ
ン系へ

復水貯蔵槽

⑥事象発生から２時間経過した時点で
ガスタービン発電機による電源供給を
開始し、代替注水系による注水開始

「大LOCA＋全ECCS機能喪失＋SBO」シナリオ（基本ケース）の場合

４. 第二次緊急時態勢発令後の事象進展の概要（３/４）
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Ｄ／Ｗスプレイノズル

重大事故防止設備概要図
（低圧代替注水系＆代替格納容器スプレイ冷却系＆格納容器圧力逃がし装置）

復
水
貯
蔵
槽

Ｂ

残留熱除去系ポンプ

復水移送
ポンプ

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

格納容器圧力逃がし装置
又は代替格納容器圧力逃がし装置

原子炉建屋

※１

排
気
筒

※１

耐圧強化ベント系

主タービン系へ

主蒸気逃がし安全弁

⑦代替格納容器スプレイ冷却系に
よる格納容器スプレイと原子炉注水

の切り替えを繰り返し実施

⑧復水貯蔵槽への補給が
追いつかず保有水が枯渇
してスプレイ停止

「大LOCA＋全ECCS機能喪失＋SBO」シナリオ（基本ケース）の場合

４. 第二次緊急時態勢発令後の事象進展の概要（４/４）

（低圧代替注水系＆代替格納容器スプレイ冷却系＆フィルタベント）

フィルタベント

⑨格納容器圧力が限界圧力に到達し
た時点（事象発生から約25時間後）で、

フィルタベントによるベントを実施
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５. ３つの機能（止める・冷やす・閉じこめる）に関連するＥＡＬ

機能
区分

警戒事象（ＥＡＬ1）略称 原災法１０条　　特定事象（ＥＡＬ２）略称 原災法１５条　　緊急事態事象（ＥＡＬ３）略称

止
め
る

原子炉停止機能の異常のおそれ － 原子炉停止の失敗または停止確認不能

保安規定で定められた数値を超える原子
炉冷却材の漏えい

非常用炉心冷却装置の作動を必要とする
原子炉冷却材の漏えい

原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心
冷却装置による注水不能

原子炉給水機能の喪失
高圧系非常用炉心冷却装置の注水機能
喪失

全ての非常用炉心冷却装置の注水機能喪失

残留熱除去機能の一部喪失 残留熱除去機能の喪失
残留熱除去機能喪失後の原子炉格納容器圧
力制御機能喪失

全交流電源喪失のおそれ 全交流電源の３０分以上喪失 全交流電源の１時間以上喪失

全交流電源喪失のおそれ（旧基準炉） 全交流電源の５分以上喪失（旧基準炉） 全交流電源の３０分以上喪失（旧基準炉）

－ 直流電源の部分喪失が５分以上継続 直流電源の全喪失が５分以上継続

－ － 炉心損傷の検知

停止中の原子炉水位低下（水位低設定
値まで）

停止中の原子炉水位低下（低圧系非常
用炉心冷却装置起動基準まで）

停止中の原子炉水位低下時の低圧系非常用
炉心冷却装置不動作

使用済燃料貯蔵槽の水位の低下
使用済燃料貯蔵槽の水位維持不可又は
水位測定不可

使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合
体上方２ｍまで低下

－ 原子炉格納容器内圧力又は温度の上昇 原子炉格納容器内圧力又は温度の異常上昇

燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障
壁の喪失のおそれ又は喪失

２つの放射能障壁の喪失または喪失可能
性

燃料被覆管障壁および原子炉冷却系障壁喪
失時の格納容器障壁喪失のおそれ

－
炉心損傷前の原子炉格納容器圧力逃し
装置の使用

－

冷
や
す

閉
じ
込
め
る



 

 参 考 
 

警戒事象発生通報（第  報） 

平成  年  月  日 

内閣総理大臣、原子力規制委員会、新潟県知事、柏崎市長、刈羽村長、関係市町村長 殿 

        警戒事象発生通報    通報者名                    

連 絡 先                         

 警戒事態を判断する事象の発生について、原子力災害対策指針及び柏崎刈羽原子力 

発電所原子力事業者防災業務計画に定めるところに基づき通報します。 

原子力事業所の名称 

及び場所 

東京電力株式会社 柏崎刈羽原子力発電所 

新潟県柏崎市青山町１６番地４６ 

警戒事態の発生箇所 柏崎刈羽原子力発電所   号機 

警戒事態の発生時刻 平成  年  月  日  時  分（２４時間表示） 

警戒事態の種類 

①原子炉停止機能の異常   ⑧原子炉制御室等に関する異常 

②冷却材の漏えい      ⑨通信設備異常 

③給水機能の喪失      ⑩火災又は溢水の発生 

④残留熱除去機能喪失    ⑪障壁の喪失 

⑤交流電源喪失       ⑫立地県で震度６弱以上の地震発生 

⑥停止中の原子炉異常     ⑬立地県で大津波警報発令 

⑦燃料プールに関する異常 

想定される原因 
故障，誤操作，漏えい，火災，爆発，地震，調査中， 

その他（                   ） 

発

生

し

た

警

戒

事

態

の

概

要 

 

検出された放射 

線量の状況、検  

出された放射性 

物質の状況又は 

主な施設・設備 

等の状態等 

原子炉の運転状態 

 発生前（運転中，起動操作中，停止操作中，停止中） 

 発生後（状態継続，停止操作中，全制御棒全挿入）  

ＥＣＣＳ系の作動状態  

（要求信号／有・無，成功，一部失敗，全台失敗） 

排気筒放射線モニタの指示値（排気筒名：＠号主排気筒） 

 変化無し,変化有り（発生前の値   cps→最大値 cps） 

モニタリングポストの指示値   

 変化無し，変化有り 

 (発生前の値   nGy/h→最大値   nGy/h,MPNo.＠） 

その他 

                            

その他警戒事態の把握

に参考となる情報 

                                            

                            

 



平成２６年３月５日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

 

委員ご質問への回答 

 

 

 

Ｑ. 地下式フィルタベント設備について、これまで「設計中」ということだ 

ったが、刈羽村が２月３日にこれを「了解」とした。 

であれば、構造も含めて公表できるはず。地上式の時は、ずいぶん前か 

ら盛んにＰＲしていたが、どういうことか。 

 

 

Ａ．地下式フィルタベントについては，格納容器から放出される放射性物質

を除去するという基本性能において，地上式フィルタベントと同一性能

とする基本設計が固まったことから，事前了解願い等を提出したもので

す。配管ルートや地下埋設方法等は新たに設計する必要がありますので，

今後実施していく予定です。 

 

 

  【参考】 

地下式フィルタベント設備に係る事前了解願い提出時資料 

 

 

 

以 上 



平成25年12月24日

フィルタベント設備の概要

1無断複製・転載禁止 東京電力株式会社

フィルタベントとは

福島第一事故の教訓を踏まえ，原子炉の注水・除熱機能を強化していますが，
その確実性を増すとともに，仮にそれに失敗しても放射性物質の影響を可能な
限り低減するために設置します。

【フィルタベント設置の目的】

【フィルタベントの役割】

炉心損傷防止のためのベント

事故時に格納容器の圧力を下げ，原子炉の減圧，低圧注水を確実に行えるよ
うにするとともに，原子炉の熱を大気に逃がします。これにより，炉心の損
傷防止による放射性物質の閉じ込めを，より確かにすることができます。

炉心が損傷しても，土壌汚染と長期避難を防止するためのベント

さらに過酷な事故で炉心が損傷した場合にも，格納容器から放射性物質が直
接漏れることを防ぎ，セシウム等を除去して大規模な土壌汚染と避難の長期
化を防止します。



2無断複製・転載禁止 東京電力株式会社

地上式及び地下式フィルタベント装置の概要について

主排気筒

ドライ
ウェル

原
子
炉
圧
力
容
器

サプレッション・
チェンバ

他系統へ

フィルタ
装置

地表面

※
※配管ルートについては

現在検討中。

フィルタ
装置

遮蔽壁

遮蔽壁の外側で
手動操作が可能

遠隔操作装置

圧力開放板
（低圧）

遠隔操作装置

圧力開放板
（低圧）

原子炉建屋

付属棟＊

＊原子炉建屋付属棟は，二次格納施設と遮蔽壁を隔てて隣接する施設です。

放射線モニタ

水
素
濃
度
計

・

建設当初より設置している耐圧強化ベント系（地下式は原子炉格納容器）から排気ラインを引き出
し，フィルタで放射性物質を低減後， 原子炉建屋屋上より排気します。

操作が必要な弁は，事故時にも遮蔽壁の外側から操作可能にします。
他プラント（地下式は他の系統・機器も含む）とは共用せず，確実にガスをフィルタに通します。

耐圧強化ベント
地上式のフィルタベント
地下式フィルタベント

放射線モニタ

水素濃度計

3無断複製・転載禁止 東京電力株式会社

フィルタ装置の構造

金属フィルタ

○ガスが金属フィルタを通過する過程で，
放射性微粒子を捕集します。

水スクラバ

○ガスが水中を通過する過程で，放射性
微粒子を捕集します。

○スクラバノズルでガスを勢いよく噴射し，
気泡細分化装置で気泡を細かくして，
効率良く放射性物質を捕集します。

粒子状の放射性物質
（放射性セシウム）を

９９．９％以上除去

約４ｍ

約８ｍ

金属フィルタ

スクラバノズル

水スクラバ

水

気泡細分化装置

ベントガス
入口

ベントガス出口

※地上式フィルタベントと地下式フィルタベントの性能
は同等であり,地上式フィルタベント設備もしくは地下
式フィルタベント設備のいずれかで原子力規制庁の
「炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策の有効性の
評価に係る標準評価手法（審査ガイド）」の要求を満
たす設計とする。



4無断複製・転載禁止 東京電力株式会社

①炉心損傷防止のためのベント時

敷地境界における線量：約4.2×10-2mSv （審査ガイドしきい値: 5mSv以下）

②（炉心損傷後の）格納容器破損防止のためのベント時

セシウム-137の放出量：約2.5×10-3TBq （TBq＝1012Bq）（審査ガイドしきい値:100TBq以下）

地下式 地上式

支持層

鋼管コンクリート杭

原子炉建屋

特徴

被ばく量・放出量評価

■ 原子炉建屋と同じ支持岩盤にて支持

■ 建屋間相対変位は，配管の弾性変形にて吸収

■ 鋼管コンクリート杭を介し，原子炉建屋と同
じ支持岩盤にて支持

■ 建屋間相対変位は，伸縮継手（前後左右上下
±３０ｃｍの変位を吸収可能）にて吸収

地上式及び地下式フィルタベント装置

特徴

 

支持層

原子炉建屋

5無断複製・転載禁止 東京電力株式会社

敷地境界の線量評価及び放出量評価について

【炉心損傷防止対策の有効性評価】
格納容器圧力逃がし装置を使用する事故シーケンスグループの有効性評価では，敷地境界での実効線量を評

価し周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないこと（発生事故当たり概ね5mSv以下）を
確認する

『実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評
価に関する審査ガイド』では以下の要求事項となっている。

必ず想定する事故シーケンスグループ（BWR）
高圧・低圧注水機能喪失
高圧注水・減圧機能喪失
全交流動力電源喪失
崩壊熱除去機能喪失
原子炉停止機能喪失
LOCA時注水機能喪失 他

放出された放射性物質による内部・外部
被ばく量の合計は敷地境界で約0.042mSv

【格納容器破損防止対策の有効性評価】
「放射性物質による環境への汚染の視点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるものであるこ

と」を確認するため，想定する格納容器破損モードに対して，Cs-137 の放出量が100TBq を下回って
いることを確認する。

必ず想定する格納容器破損モード
雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）
高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱
原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用
水素燃焼
格納容器直接接触（シェルアタック）
溶融炉心・コンクリート相互作用 他

セシウム137の総放出量は約0.0025TBq
であり，100TBqを下回っている。

敷地外の土壌汚染は大幅に抑制される。
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フィルタベントによるよう素の除去について

 現状のフィルタベントは、粒子状の放射性物質を９９．９％以上除去する性能を
有する（ＤＦ＝１０００以上）

 炉心損傷した後、原子炉圧力容器内から格納容器内に放出されるよう素について
は、その大部分が粒子状であり、まずは格納容器内に閉じ込め格納容器スプレイ
やサプレッションプール等でその大部分を除去した後に、僅かに残った粒子状の
よう素をフィルタベントにてさらに９９．９％以上除去

 上記のように、格納容器全体がフィルタ装置としての性能を有しており、従来か
らの耐圧強化ベントでも、粒子状のよう素は大部分が除去される
（６，７号機では耐圧強化ベントは建設段階から整備済）

格納容器内に放出さ
れた粒子状の放射性
物質は、大部分格納
容器内で除去
（格納容器スプレイ
やサプレッション
プールでのスクラビ
ング等）

僅かに残った粒子状
の放射性物質をフィ
ルタ装置でさらに
99.9%以上除去

従来からの耐圧強化ベント
でも粒子状の放射性物質は
格納容器内で大部分除去さ
れる
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フィルタベントによるよう素の除去について（続き）

気体状のよう素の対策については現在検討中

 気体状のよう素の対策候補としては、フィルタによる除去、サプレッション
プールやフィルタベントのＰＨコントロール等

 事故シナリオによって、格納容器中から放出されてくるよう素の性状が異なる
と考えられることから、これを踏まえた対策案の検討を進めているところ

 次回の新潟県技術委員会では、基本ケースとして提案した大ＬＯＣＡシナリオ
（事象発生後２５時間後フィルタベント）に加えて、新潟県から要望のあった
シナリオ（事象発生後１８時間後フィルタベント）について、放射性物質の拡
散評価結果が提示される予定




